
土木工事共通仕様書 

編 章 節 条 項 読み替え前 読み替え後 

1 1 1 2 37 
工事検査とは、検査員が契約書第 31 条、第 37 条、第 38条に基づ

いて給付の完了の確認を行うことをいう。 

工事検査とは、検査員が契約書第 32 条、第 38 条、第 39条に基づ

いて給付の完了の確認を行うことをいう。 

1 1 1 2 38 
検査員とは、契約書第 31条第 2項の規定に基づき、工事検査を行

うために発注者が定めた者をいう。 

検査員とは、契約書第 32条第 2項の規定に基づき、工事検査を行

うために発注者が定めた者をいう。 

1 1 1 15 1 

契約書第 15 条第 7項、第 17 条第 1項、第 18 条第 5項、第 19 条、

第 20条第 3項、第 21 条及び第 40条第 2項の規定に基づく工期の変

更について、契約書第 23条の工期変更協議の対象であるか否かを監

督員と受注者との間で確認する（本条において以下「事前協議」と

いう。）ものとし、監督員はその結果を受注者に通知するものとする。 

契約書第 15 条第 7項、第 17 条第 1項、第 18 条第 5項、第 19 条、

第 20条第 3項、第 22 条及び第 41条第 2項の規定に基づく工期の変

更について、契約書第 24条の工期変更協議の対象であるか否かを監

督員と受注者との間で確認する（本条において以下「事前協議」と

いう。）ものとし、監督員はその結果を受注者に通知するものとする。 

1 1 1 15 2 

受注者は、契約書第 18 条第 5 項及び第 19 条に基づき設計図書の

変更または訂正が行われた場合、第 1 項に示す事前協議において工

期変更協議の対象であると確認された事項について、必要とする変

更日数の算出根拠、変更工程表その他必要な資料を添付の上、契約

書第23条第2項に定める協議開始の日までに工期変更に関して監督

員と協議しなければならない。 

受注者は、契約書第 18 条第 5 項及び第 19 条に基づき設計図書の

変更または訂正が行われた場合、第 1 項に示す事前協議において工

期変更協議の対象であると確認された事項について、必要とする変

更日数の算出根拠、変更工程表その他必要な資料を添付の上、契約

書第24条第2項に定める協議開始の日までに工期変更に関して監督

員と協議しなければならない。 

1 1 1 15 3 

受注者は、契約書第 20条に基づく工事の全部もしくは一部の施工

が一時中止となった場合、第 1 項に示す事前協議において工期変更

協議の対象であると確認された事項について、必要とする変更日数

の算出根拠、変更工程表その他必要な資料を添付の上、契約書第 23

条第 2 項に定める協議開始の日までに工期変更に関して監督員と協

議しなければならない。 

受注者は、契約書第 20条に基づく工事の全部もしくは一部の施工

が一時中止となった場合、第 1 項に示す事前協議において工期変更

協議の対象であると確認された事項について、必要とする変更日数

の算出根拠、変更工程表その他必要な資料を添付の上、契約書第 24

条第 2 項に定める協議開始の日までに工期変更に関して監督員と協

議しなければならない。 

1 1 1 15 4 

受注者は、契約書第 21 条に基づき工期の延長を求める場合、第 1

項に示す事前協議において工期変更協議の対象であると確認された

事項について、必要とする延長日数の算出根拠、変更工程表その他

受注者は、契約書第 22 条に基づき工期の延長を求める場合、第 1

項に示す事前協議において工期変更協議の対象であると確認された

事項について、必要とする延長日数の算出根拠、変更工程表その他



必要な資料を添付の上、契約書第 23 条第 2項に定める協議開始の日

までに工期変更に関して監督員と協議しなければならない。 

必要な資料を添付の上、契約書第 24 条第 2項に定める協議開始の日

までに工期変更に関して監督員と協議しなければならない。 

1 1 1 15 5 

受注者は、契約書第 22条第 1項に基づき工期の短縮を求められた

場合、可能な短縮日数の算出根拠、変更工程表その他必要な資料を

添付し、契約書第 23 条第 2項に定める協議開始の日までに工期変更

に関して監督員と協議しなければならない。 

受注者は、契約書第 23条第 1項に基づき工期の短縮を求められた

場合、可能な短縮日数の算出根拠、変更工程表その他必要な資料を

添付し、契約書第 24 条第 2項に定める協議開始の日までに工期変更

に関して監督員と協議しなければならない。 

1 1 1 20 1 
受注者は、契約書第 31条の規定に基づき、工事完成通知書を監督

員に提出しなければならない。 

受注者は、契約書第 32条の規定に基づき、工事完成通知書を監督

員に提出しなければならない。 

1 1 1 20 6 

修補の完了が確認された場合は、その指示の日から補修完了の確

認の日までの期間は、契約書第 31条第 2項に規定する期間に含めな

いものとする。 

修補の完了が確認された場合は、その指示の日から補修完了の確

認の日までの期間は、契約書第 32条第 2項に規定する期間に含めな

いものとする。 

1 1 1 21 1 

受注者は、契約書第 37条第 2項の部分払の確認の請求を行った場

合、または、契約書第 38条第 1項の工事の完成の通知を行った場合

は、既済部分に係わる検査を受けなければならない。 

受注者は、契約書第 38条第 2項の部分払の確認の請求を行った場

合、または、契約書第 39条第 1項の工事の完成の通知を行った場合

は、既済部分に係わる検査を受けなければならない。 

1 1 1 21 2 

受注者は、契約書第 37条に基づく部分払いの請求を行うときは、

前項の検査を受ける前に工事の出来高に関する資料を作成し、監督

員に提出しなければならない。 

受注者は、契約書第 38条に基づく部分払いの請求を行うときは、

前項の検査を受ける前に工事の出来高に関する資料を作成し、監督

員に提出しなければならない。 

1 1 1 21 7 

受注者は、契約書第34条に基づく中間前払金の請求を行うときは、

認定を受ける前に土木工事にあっては履行報告書、港湾工事、空港

工事にあっては工事旬報を作成し、監督員に提出しなければならな

い。 

受注者は、契約書第35条に基づく中間前払金の請求を行うときは、

認定を受ける前に土木工事にあっては履行報告書、港湾工事、空港

工事にあっては工事旬報を作成し、監督員に提出しなければならな

い。 

1 1 1 22 2 

受注者は、発注者が契約書第 33 条の規定に基づく当該工事に係わ

る部分使用を行う場合には、監督員による品質及び出来形等の検査

（確認を含む）を受けるものとする。 

なお、土木工事にあっては、中間検査による検査（確認）でも良

い。 

受注者は、発注者が契約書第 34 条の規定に基づく当該工事に係わ

る部分使用を行う場合には、監督員による品質及び出来形等の検査

（確認を含む）を受けるものとする。 

なお、土木工事にあっては、中間検査による検査（確認）でも良

い。 



1 1 1 32 1 

受注者は、工事用運搬路として、公衆に供する道路を使用する時

は、積載物の落下等により、路面を損傷し、あるいは汚損すること

のないようにするとともに、特に第三者に工事公害による損害を与

えないようにしなければならない。 

なお、第三者に工事公害による損害を及ぼした場合は、契約書第

28 条によって処置するものとする。 

受注者は、工事用運搬路として、公衆に供する道路を使用する時

は、積載物の落下等により、路面を損傷し、あるいは汚損すること

のないようにするとともに、特に第三者に工事公害による損害を与

えないようにしなければならない。 

なお、第三者に工事公害による損害を及ぼした場合は、契約書第

29 条によって処置するものとする。 

1 1 1 33  

受注者は、工事現場における公物（各種公益企業施設を含む。）ま

たは部分使用施設（契約書第 33 条の適用部分）について、施工管理

上、契約図書における規定の履行を以っても不都合が生ずるおそれ

がある場合には、その処置について監督員と協議できる。 

なお、当該協議事項は、契約書第 9 条の規定に基づき処理される

ものとする。 

受注者は、工事現場における公物（各種公益企業施設を含む。）ま

たは部分使用施設（契約書第 34 条の適用部分）について、施工管理

上、契約図書における規定の履行を以っても不都合が生ずるおそれ

がある場合には、その処置について監督員と協議できる。 

なお、当該協議事項は、契約書第 9 条の規定に基づき処理される

ものとする。 

1 1 1 38 1 

受注者は、災害発生後直ちに被害の詳細な状況を把握し、当該被

害が契約書第 29 条の規定の適用を受けると思われる場合には、直ち

に工事災害通知書を監督員を通じて発注者に通知しなければならな

い。 

受注者は、災害発生後直ちに被害の詳細な状況を把握し、当該被

害が契約書第 30 条の規定の適用を受けると思われる場合には、直ち

に工事災害通知書を監督員を通じて発注者に通知しなければならな

い。 

1 1 1 38 2 
契約書第 29 条第 1項に規定する「設計図書で基準を定めたもの」

とは、以下の各号に掲げるものをいう。 

契約書第 30 条第 1項に規定する「設計図書で基準を定めたもの」

とは、以下の各号に掲げるものをいう。 

1 1 1 38 3 

契約書第 29 条第 2項に規定する「受注者が善良な管理者の注意義

務を怠ったことに基づくもの」とは、設計図書及び契約書第 26条に

規定する予防措置を行ったと認められないもの及び災害の一因が施

工不良等受注者の責によるとされるものをいう。 

契約書第 30 条第 2項に規定する「受注者が善良な管理者の注意義

務を怠ったことに基づくもの」とは、設計図書及び契約書第 27条に

規定する予防措置を行ったと認められないもの及び災害の一因が施

工不良等受注者の責によるとされるものをいう。 

1 1 2 14 1 

受注者は、河川の水域内での作業及び河川区域内で作業を行う場

合、濁水の発生する可能性があるため、濁水の発生を極力抑え、濁

水を直接下流へ流さないように努めること。 

濁水対策は、設計図書に基づき対策を講じることとし、現地調査

受注者は、河川の水域内での作業及び河川区域内で作業を行う場

合、濁水の発生する可能性があるため、濁水の発生を極力抑え、濁

水を直接下流へ流さないように努めること。 

濁水対策は、設計図書に基づき対策を講じることとし、現地調査



の結果等を監督員へ報告すること。その際、必要と考えられる対策

については、設計変更の対象とする。 

なお、受注者の責めに帰すべき事由により第三者に損害を及ぼし

たときは、契約書第２８条に基づき、受注者がその損害を賠償しな

ければならない。 

の結果等を監督員へ報告すること。その際、必要と考えられる対策

については、設計変更の対象とする。 

なお、受注者の責めに帰すべき事由により第三者に損害を及ぼし

たときは、契約書第２９条に基づき、受注者がその損害を賠償しな

ければならない。 

3 1 1 6 5 

受注者は、契約書第 9条第 2項第 3号、第 13 条第 2項または第 14

条第 1項もしくは同条第 2項の規定に基づき、監督員の立会を受け、

材料の確認を受けた場合にあっても、契約書第 17 条及び第 31 条に

規定する義務を免れないものとする。 

受注者は、契約書第 9条第 2項第 3号、第 13 条第 2項または第 14

条第 1項もしくは同条第 2項の規定に基づき、監督員の立会を受け、

材料の確認を受けた場合にあっても、契約書第 17 条及び第 32 条に

規定する義務を免れないものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


